
基金解散時の最低積立基準額の算定・分配の実務基準 

 

実務基準４号－1 

 

 

 

 

 

 

 

 

厚生年金基金実務基準第４号 
［平成２６年１１月改訂］ 

 

基金解散時の最低積立基準額の算定・分配の実務基準 

 

 

 

 

 

 

 

 

［内容］ 

 

○ 基金解散時の最低積立基準額の算定 

○ 基金解散時の分配 

 
 

 

 

［留意事項］ 

・以下に示す実務基準は、基金解散時に最低積立基準額を基準として分配する場合の一般的な

例を示したものである。 

・解散時の最低保全給付、最低積立基準額は各基金の規約に基づいて計算されるものであるか

ら、以下に示す実務基準は一般的な例を示したものに過ぎず、何ら基金規約による算出方法

を拘束するものではない。 

・解散時の残余財産の分配は、規約に定める方法に基づいて行なわれるものであるから、以下

に示す実務基準は一般的な例を示したものに過ぎず、何ら規約による分配を拘束するもので

はない。 



基金解散時の最低積立基準額の算定・分配の実務基準 

実務基準４号－2 

 

○基金解散時の最低積立基準額の算定 

 実 務 基 準 内 容 備  考 

最低保全給

付（控除前） 
・規約に定める最低保全給付の区分ごとに基準日における

加入員、受給者等の区分に応じ計算する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・各給付区分において、受給者又は受給待期脱退者でかつ

加入員である者については、規約に定める残余財産の分

配方法に準じて最低保全給付を計上する。 

 

・将来期間に係る代行支給義務の免除を受けている基金に

おいては、基本部分の最低保全給付を代行年金額と上乗

せ年金額に分けて算定するものとし、代行年金額の算定

においては支給義務免除前の加入期間月数を用いる。 

 

・基本部分において、離婚分割を行った加入員の最低保全

給付（控除前）は、離婚分割を行わなかった場合の最低

保全給付（控除前）から離婚分割による控除額を控除し

たものを用いる。 

 

○年金受給者 

基本部分 

基準日の規約に基づく基本部分年金額 

加算部分 

基準日の規約に基づく加算部分年金額 

 

○受給待期脱退者 

基本部分 

基準日の規約に基づく基本部分年金額 

退職時裁定者は裁定時の規約に基づく年金給付 
 

支給時裁定者     
は基準日現在の規約に基づき計算され 

未裁定者        る年金給付 
 
加算部分 

基本部分と同じ考え方 
 
 

「控除前」とは、財政運営基準

（「厚生年金基金の財政運営に

ついて（平成 8年 6月 27日年発

第 3321号）」、以下同様）第３－

６－(1)－②に記載されている

「給付改善等を行った場合に最

低保全給付から控除できる額」

を控除する前を意味し、「控除

後」はそれを控除した後を意味

する。以下同様。 

 

「基準日」とは、解散認可申請

の場合には解散認可申請前１月

以内の日、財産目録の承認申請

及び解散に伴う事務の引継ぎの

場合は解散認可日をいう。 

 

（例）残余財産の分配方法を受

給権者先取りとしている場合

は、受給権者分は受給権者の方

に計上し、（全体分－受給権者

分）は加入員の方に計上する。 

 

「代行年金額」とは、平成 25

年改正前の法第 132 条第 2 項に

係るものをいい、「上乗せ年金

額」とは基本部分年金額から代

行年金額を控除したものをい

う。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

Ａ 

Ｂ 

 

Ａ：確定年金部分 

Ｂ：終身年金部分 

（当該受給待期脱退者に適用さ

れる部分の規約によることに

注意する。） 

 

Ａ，Ｂ毎に計算 

規約に年金額の改定が明示されている場合

は、基準時点以降の年金額の改定も

含んだものが最低保全給付の概念

となる｡ 



基金解散時の最低積立基準額の算定・分配の実務基準 

 

実務基準４号－3 

 実 務 基 準 内 容 備  考 

 ○加入員 

・規約に定める以下のａ、ｂ又はこれらに準ずる方法で計

算する。 

 

ａ 標準退職年齢に達した日に加入員の資格を喪失し

た場合の給付を用いる方法 
 

基本部分 
基準日における 
給付乗率×加入期間月数 

標準給付×―――――――――――――― 
標準資格喪失日における 
給付乗率×加入期間月数 

 

総報酬制に対応して、平成 15 年 4月 1日前後で基準給

与が変更となる場合、当該変更日前後で「給付の型」が

異なるものと整理し、前後で別々に最低保全給付を算定

する。（その場合、当該変更日前の期間では「按分率＝１」

と考える。） 

 

加算部分 

①基準日において年金受給資格のある者 

ア．標準退職年齢以上の者 

標準給付（暫） 

イ．標準退職年齢未満の者 

 
                  基準日に自己都合退職 
                  した場合の年金給付乗率 
標準給付（暫）×―――――――――――――― 
                  標準資格喪失日における 
                  年金給付乗率 

 

なお、年金受給資格のある者については、選択一時

金額との丈比べが必要となるため暫定値となる。

（最低保全給付（暫）） 

 

②基準日において一時金受給資格のある者 

ア．標準退職年齢以上の者 

標準給付 

イ．標準退職年齢未満の者 

 
基準日に自己都合退職 
した場合の一時金給付乗率 

標準給付×―――――――――――――― 
標準資格喪失日における 
一時金給付乗率 

 
③その他の者 

基金規約に基づく基本加算年金相当額の受給資格

者 

基本加算年金相当額 

上記は暫定値となる。（最低保全給付（暫）） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

標準給付は、基本部分、加算

部分ともに計算過程の端数処

理も含めて規約に基づき計算

される。 

なお、加算部分で年金受給資

格のある者については選択一

時金との丈比べが必要となる

ため暫定値となる（標準給付

（暫）） 

 

 

 

 

 

 

按分率を算出する際の分母、分

子について規約に給付乗率以

外のものを使用する旨定めて

いる場合は当該内容による。 

 

（例） 

給付乗率×加入期間月数 

 



基金解散時の最低積立基準額の算定・分配の実務基準 

実務基準４号－4 

 

 実 務 基 準 内 容 備  考 

  
ｂ 基準日の翌日において加入員の資格を喪失した場合

の給付を用いる方法 

 

基本部分 

基準日に自己都合退職した場合の基金規約に基づく

基本部分年金額※×基準日の翌日における加入員の年

齢に応じて定めた率 

 
※：総報酬制に対応して、平成 15 年 4 月 1 日前後で

基準給与が変更となる場合、基本部分年金額は当該

変更日前後で別々に算定した後、合算する。 

 

加算部分 

①基準日において年金受給資格のある者 

基準日に自己都合退職した場合の基金規約に基づ

く加算部分年金額×基準日の翌日における加入員

の年齢に応じて定めた率 

 

なお、年金受給資格のある者については、選択一時

金額との丈比べが必要となるため暫定値となる。

（最低保全給付（暫）） 

 

②基準日において一時金受給資格のある者 

基準日に自己都合退職した場合の基金規約に基づ

く加算部分一時金額×基準日の翌日における加入

員の年齢に応じて定めた率 

 

③その他の者 

基金規約に基づく基本加算年金相当額の受給資格

者 

基本加算年金相当額×基準日の翌日における加入

員の年齢に応じて定めた率 

上記は暫定値となる。（最低保全給付（暫）） 

 

 

 

 

 

 

 

 

基金規約に基づく年金額・一時

金額は、基本部分、加算部分と

もに計算過程の端数処理も含

めて規約に基づき計算される。 

 

 

 

 

 

 

 

 

据置乗率を定めて据置期間に応

じて給付の額を加算することと

なっている場合には当該加算は

考慮しないものとする。 

 



基金解散時の最低積立基準額の算定・分配の実務基準 

 

実務基準４号－5 

 実 務 基 準 内 容 備  考 

最低積立基

準額（控除

前） 

○基本部分（ﾌﾟﾗｽｱﾙﾌｧ部分） 

 〔基本部分における共通の記号〕 

ｊ：「廃止前の厚生年金基金令第３９条の３第３項に

規定する予定利率及び予定死亡率（平成 26 年 3

月 31 日付厚生労働省告示第 169 号）」に示す予

定利率 

ｒ：標準支給開始年齢 

ｓ：規約上の支給開始年齢 

ｓ′：老齢厚生年金の支給開始年齢 

ｘ：基準日現在の年齢 

τ：標準退職年齢 
j

xa ：「廃止前の厚生年金基金令第３９条の３第３項

に規定する予定利率及び予定死亡率（平成 26

年 3月 31日付厚生労働省告示第 169号）」に示

す予定利率及び予定死亡率で計算された終身

年金現価率（＊年据置終身年金現価率（
j

xa|* ）

の場合も同様に扱う） 

ｋ：ｓ′＝６０歳の場合 

          ０.８７５（ｘ≦６０），０.９００（ｘ＝６１）， 
           ０.９２５（ｘ＝６２），０.９５０（ｘ＝６３）， 
          ０.９７５（ｘ＝６４），１.０００（６５≦ｘ） 
       ｓ′＝６１歳の場合 
          ０.９００（ｘ≦６１），０.９２５（ｘ＝６２）， 
          ０.９５０（ｘ＝６３），０.９７５（ｘ＝６４）， 
          １.０００（６５≦ｘ） 
       ｓ′＝６２歳の場合 
          ０.９２５（ｘ≦６２），０.９５０（ｘ＝６３）， 
          ０.９７５（ｘ＝６４），１.０００（６５≦ｘ） 
       ｓ′＝６３歳の場合 
          ０.９５０（ｘ≦６３），０.９７５（ｘ＝６４）， 
          １.０００（６５≦ｘ） 
       ｓ′＝６４歳の場合 
          ０.９７５（ｘ≦６４），１.０００（６５≦ｘ） 
       ｓ′＝６５歳の場合 
          １.０００ 
    
 

 
・規約に定める以下のａ、ｂ又はこれらに準ずる方法で計

算する。 

 

ａ 標準退職年齢に達した日に加入員の資格を喪失した

場合の給付を用いる方法 

 

 (1) 年金受給者 

   ア.老齢厚生年金の支給開始年齢以上の者 

      最低保全給付×
j

xa －代行年金額×
j

xa ×ｋ 

   イ.老齢厚生年金の支給開始年齢未満の者 

      最低保全給付×
j

xa －代行年金額×
j

xxs a|' ×ｋ 

 

 
 
 
標準支給開始年齢 
=max（標準退職年齢、基金規
約上の支給開始年齢）とする。
なお、基金規約上の支給開始年
齢は、その基金の在職老齢年金
の支給開始状況の実績に基づ
いて合理的に設定することを
原則とすること。 
 
(例) 
・ 60 歳から無条件に満額を支

給する場合は、τにかかわら
ず r =60となる。 
 

・その基金の十分な実績がとれ

ない場合は、ｒを国の支給開

始年齢に応じて合理的に設

定する。 

 
・年金現価率は年６回払いのも

のを使用すること。 

 

・最低責任準備金代行給付相当

額の算定にあたり、0.875 で

はなく受給者の年齢区分に応

じた 3 段階の係数（65 歳未

満：0.69、65 歳以上 75 歳未

満：0.96、75歳以上：1.00）

を使用する場合でも、当該係

数に係る全年齢平均は概ね

0.875 であることから、0.875

を使用することを可とする。 

 
・低在老（60歳以上 65歳未満

の者の在職老齢年金）との併

給調整範囲を被保険者まで拡

大し、国並みに支給停止して

いる基金ではｋ＝１とするこ

とができる。 

 
・現価率の算出にあたり、年齢 

 に端数がある場合は、按分す 

 ること。 

 
・受給待期脱退者の規約上の 

支給開始年齢は、現在の加入員が

脱退した場合に適用され 

 る支給開始年齢に必ずしも 

 一致しない点に留意する。 

 

 

 

 



基金解散時の最低積立基準額の算定・分配の実務基準 

実務基準４号－6 

 

 実 務 基 準 内 容 備  考 

 

 (2) 受給待期脱退者 

ア.規約上の支給開始年齢以上かつ老齢厚生年金の支 

給開始年齢以上の者 

     最低保全給付×
j

xa －代行年金額×
j

xa ×ｋ 

 イ.規約上の支給開始年齢以上かつ老齢厚生年金の支給 

    開始年齢未満の者 

    最低保全給付×
j

xa －代行年金額×
j

xxs a|' ×ｋ 

 ウ.規約上の支給開始年齢未満かつ老齢厚生年金の支給 

開始年齢未満の者 

    最低保全給付×
j

xxs a| －代行年金額×
j

xxs a|' ×ｋ 

 

(3) 加入員 

ア.標準支給開始年齢以上かつ老齢厚生年金の支給開 

   始年齢以上の者 

 最低保全給付×
j

xa －代行年金額×
j

xa ×ｋ 

イ.標準支給開始年齢以上かつ老齢厚生年金の支給開 

  始年齢未満の者 

  最低保全給付×
j

xa －代行年金額×
j

xxs a|' ×ｋ 

ウ.標準支給開始年齢未満かつ老齢厚生年金の支給開 

  始年齢以上の者 

  最低保全給付×
j

xxr a| －代行年金額×
j

xa ×ｋ 

   ただし、
j

xxr a| ＜
j

xa ×ｋとなる年齢については 

   （最低保全給付－代行年金額）×
j

xxr a|  

エ.標準支給開始年齢未満かつ老齢厚生年金の支給開 

  始年齢未満の者 

  最低保全給付×
j

xxr a| －代行年金額×
j

xxs a|' ×ｋ 

  ただし、
j

xxr a| ＜
j

xxs a|' ×ｋとなる年齢について     

   は（最低保全給付－代行年金額）×
j

xxr a|  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

ｂ 基準日の翌日において加入員の資格を喪失した場合

の給付を用いる方法 

 
(1) 年金受給者 

   ア.老齢厚生年金の支給開始年齢以上の者 

     最低保全給付×
j

xa －代行年金額×
j

xa ×ｋ 

   イ.老齢厚生年金の支給開始年齢未満の者 

     最低保全給付×
j

xa －代行年金額×
j

xxs a|' ×ｋ 

 

(2) 受給待期脱退者 

  ア.規約上の支給開始年齢以上かつ老齢厚生年金の支給 

開始年齢以上の者 

 



基金解散時の最低積立基準額の算定・分配の実務基準 

 

実務基準４号－7 

 実 務 基 準 内 容 備  考 

     最低保全給付×
j

xa －代行年金額×
j

xa ×ｋ 

 イ.規約上の支給開始年齢以上かつ老齢厚生年金の支給 

    開始年齢未満の者 

     最低保全給付×
j

xa －代行年金額×
j

xxs a|' ×ｋ 

 ウ.規約上の支給開始年齢未満かつ老齢厚生年金の支給 

    開始年齢未満の者 

     最低保全給付×
j

xxs a| －代行年金額×
j

xxs a|' ×ｋ 

 

(3) 加入員 

   ア.規約上の支給開始年齢以上の者 

最低保全給付×
j

xa －代行年金額× ax

j
 

イ.規約上の支給開始年齢未満の者 

最低保全給付× s x x

ja | －代行年金額×
j

xxs a |'  

 

 

 



基金解散時の最低積立基準額の算定・分配の実務基準 

実務基準４号－8 

 

 

 実 務 基 準 内 容 備  考 

 ○加算部分 

〔加算部分における共通の記号〕 

am

j

|  ：「廃止前の厚生年金基金令第３９条の３第３項に規定す

る予定利率及び予定死亡率（平成 26 年 3 月 31 日付厚生

労働省告示第 169号）」に示す予定利率 j で計算している

ｍ年保証年金現価率 

 

 ｍ：基金規約による残余保証期間 

 

Dx：告示に示す予定死亡率及び予定利率を用いて算出した生存

基数。 

 

N x：告示に示す予定死亡率及び予定利率を用いて算出した生存

基数。累計生存基数で年６回払が考慮されたもの。 

 

Cx：告示で示す予定死亡率及び予定利率を用いて算出した死亡

基数 

 

am

k

|：規約上の予定利率ｋによる年金現価率（一時金換算率） 

 

l ：規約上の選択一時金の算定に用いる割引率 

 
・規約に定める以下のａ、ｂ又はこれらに準ずる方法で計算す

る 

 
・給付の額の算定において、給付の再評価又は額の改定を行う

場合は、最低積立基準額の計算過程で、規約に定めた指標に

よる給付の再評価又は額の改定を織り込むこと 

 

 

 
 

なお、逓増年金等であれ

ばその要素を加味して最

低積立基準額を算定する

ことに留意する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 ａ 標準退職年齢に達した日に加入員の資格を喪失した場合の

給付を用いる方法 

 

 (1) 年金受給者 

最低保全給付 











a

N

Dm

j x m

x

|  

 

(2) 受給待期脱退者 

ア. 規約上の支給開始年齢以上の者 

最低保全給付 











a

N

Dm

j x m

x

|  

イ. 規約上の支給開始年齢未満の者 

 最低保全給付  








 

v a
N

D
s x

m

j s m

x

( )

|  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
ｖ＝1/(1+j) 

以下同様 

 

 



基金解散時の最低積立基準額の算定・分配の実務基準 

 

実務基準４号－9 

 実 務 基 準 内 容 備  考 

 

(3) 加入員のうち年金受給資格者 

 

ア. 標準支給開始年齢以上の者 

① 選択一時金のある場合 

Ａ＝標準給付（暫）×am

k

|  

Ｂ＝標準給付（暫）× a
N

Dm

j x m

x

| 











とし、 

Ａ＞Ｂの場合  
 
標準給付＝Ａ、最低保全給付＝標準給付 
 
最低積立基準額＝最低保全給付 

 

ＡＢの場合 

 

標準給付＝標準給付（暫）、 

最低保全給付＝最低保全給付（暫） 

最低積立基準額＝最低保全給付 








 
 

x

mxj

m
D

N
a |  

② 選択一時金のない場合 

 

標準給付＝標準給付（暫）、最低保全給付＝最低保全給付（暫）、 

最低積立基準額＝最低保全給付 











a

N

Dm

j x m

x

|  

イ. 標準支給開始年齢未満の者 

① 選択一時金のある場合 

Ａ＝標準給付（暫）×a
l

vm

k

r x

x

|

max( , )

max( , )










 



1

1

0




 

Ｂ＝標準給付（暫）× v a
N

D
r x

m

j r m

x

( )

|

 
 









 とし、 

Ａ＞Ｂの場合 

標準給付＝標準給付（暫）× 

),max(

|
1

1
xr

k

m
l

a













 、 

            基準日に自己都合退職 
 した場合の年金給付乗率 

最低保全給付＝標準給付×――――――――――― 
標準資格喪失日に 
おける年金給付乗率 

最低積立基準額＝最低保全給付× v xmax( , )0  
 

 

ＡＢの場合  

標準給付＝標準給付（暫）、最低保全給付＝最低保全給付（暫） 

最低積立基準額＝最低保全給付× v a
N

D
r x

m

j r m

x

( )

|

 
 









  

 
 

 

 

 

保証期間の年金現価率と

選択一時金乗率が異なる

場合には、｢am

k

| ｣を｢ｘ歳

における選択一時金乗

率｣とする。 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
保証期間の年金現価率と

選択一時金乗率が異なる

場合には、 

a
l

m

k

r x

|

( max( , ))















1

1



を

｢max(ｘ,τ)歳における

選択一時金乗率｣とする。 

 

[      ] 

[      ] 



基金解散時の最低積立基準額の算定・分配の実務基準 

実務基準４号－10 

 

 実 務 基 準 内 容 備  考 

 

 

 

 

② 選択一時金のない場合 

標準給付＝標準給付（暫）、 

最低保全給付＝最低保全給付（暫） 

最低積立基準額＝最低保全給付× v a
N

D
r x

m

j r m

x

( )

|

 
 









  

 

(4) 加入員のうち一時金受給資格者 

最低保全給付 v xmax( , )0 
 

 

(5) その他の者 

基金規約に基づく基本加算年金相当額の受給資格者 

 

ア．標準支給開始年齢以上の者 

Ａ＝標準給付（暫）×am

k

|  

Ｂ＝標準給付（暫） 











a

N

Dm

j x m

x

| とし、 

 

Ａ＞Ｂの場合 
 

標準給付＝Ａ、最低保全給付＝標準給付 
最低積立基準額＝最低保全給付 

 

ＡＢの場合 
 

標準給付＝標準給付（暫）、最低保全給付＝最低保全給付（暫） 

最低積立基準額＝最低保全給付 








 
 

x

mxj

m
D

N
a |  

イ．標準支給開始年齢未満の者 

Ａ＝標準給付（暫）×
),0max(

)),max((

|
1

1 x

xr

k

m v
l

a 













 



 

Ｂ＝標準給付（暫）× v a
N

D
r x

m

j r m

x

( )

|

 
 









 とし、 

Ａ＞Ｂの場合  

標準給付＝標準給付（暫）×a
l

m

k

r x

|

( max( , ))















1

1



、 

最低保全給付＝標準給付、 

最低積立基準額＝最低保全給付×v xmax( , )0  
 

 

ＡＢの場合  

 

標準給付＝標準給付（暫）、最低保全給付＝最低保全給付（暫）、 

最低積立基準額＝最低保全給付× v a
N

D
r x

m

j r m

x

( )

|

 
 









  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

一時金換算率
k

ma | は基本

加算年金に適用されるも

のを用いることに注意す

る。 

 

標準支給開始年齢は、基

本加算年金の支給開始年

齢を配慮して、合理的に

設定すること。 

 

 

 

 

 

 

 

 
)),max((

|
1

1
xr

k

m
l

a













 は 基

本加算年金に適用される

ものであることに注意す

る 

 



基金解散時の最低積立基準額の算定・分配の実務基準 

 

実務基準４号－11 

 実 務 基 準 内 容 備  考 

  

ｂ 基準日の翌日において加入員の資格を喪失した場合の給付

を用いる方法 

 

(1) 年金受給者 

最低保全給付 











a

N

Dm

j x m

x

|  

 

(2) 受給待期脱退者 

 

ア. 規約上の支給開始年齢以上の者 

最低保全給付 











a

N

Dm

j x m

x

|  

イ. 規約上の支給開始年齢未満の者 

 最低保全給付  








 

v a
N

D
s x

m

j s m

x

( )

|  

 

(3) 加入員のうち年金受給資格者 

 

ア. 規約上の支給開始年齢以上の者 

 

① 選択一時金のある場合 

Ａ＝最低保全給付（暫）×am

k

|  

Ｂ＝最低保全給付（暫）× a
N

Dm

j x m

x

| 











とし、 

Ａ＞Ｂの場合  
 
最低保全給付＝Ａ 
 
最低積立基準額＝最低保全給付 

 

ＡＢの場合 

 

最低保全給付＝最低保全給付（暫） 

最低積立基準額＝最低保全給付 











a

N

Dm

j x m

x

|  

② 選択一時金のない場合 

 

最低保全給付＝最低保全給付（暫）、 

最低積立基準額＝最低保全給付 











a

N

Dm

j x m

x

|  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

保証期間の年金現価率と

選択一時金乗率が異なる

場合には、｢am

k

| ｣を｢ｘ歳

における選択一時金乗

率｣とする。 

 



基金解散時の最低積立基準額の算定・分配の実務基準 

実務基準４号－12 

 

 実 務 基 準 内 容 備  考 

  

イ. 規約上の支給開始年齢未満の者 

 

① 選択一時金のある場合 

Ａ＝最低保全給付（暫）×
)(

|

xsk

m va   

Ｂ＝最低保全給付（暫）  








 

v a
N

D
s x

m

j s m

x

( )

| とし、 

Ａ＞Ｂの場合 
 

最低保全給付＝最低保全給付（暫）×
k

ma |  

最低積立基準額＝最低保全給付
)( xsv   

 

ＡＢの場合  

 

最低保全給付＝最低保全給付（暫） 

最低積立基準額＝最低保全給付 








 
 

x

msj

m

xs

D

N
av |

)(
 

② 選択一時金のない場合 

 

最低保全給付＝最低保全給付（暫） 

最低積立基準額＝最低保全給付  








 

v a
N

D
s x

m

j s m

x

( )

|  

 

(4) 加入員のうち一時金受給資格者 

 

最低保全給付 

 

(5) その他の者 

 

基金規約に基づく基本加算年金相当額の受給資格者 

 

ア. 規約上の支給開始年齢以上の者 

Ａ＝最低保全給付（暫）×am

k

|  

Ｂ＝最低保全給付（暫） 











a

N

Dm

j x m

x

| とし、 

Ａ＞Ｂの場合 
 

最低保全給付＝Ａ 
 

最低積立基準額＝最低保全給付 

 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

一時金換算率
k

ma | は基本

加算年金に適用されるも

のを用いることに注意す

る。 

 

 



基金解散時の最低積立基準額の算定・分配の実務基準 

 

実務基準４号－13 

 実 務 基 準 内 容 備  考 

  

ＡＢの場合 

 

最低保全給付＝最低保全給付（暫） 

最低積立基準額＝最低保全給付 











a

N

Dm

j x m

x

|  

 

イ. 規約上の支給開始年齢未満の者 

Ａ＝最低保全給付（暫）×
k

m
a

|
×

)( xsv 
 

Ｂ＝最低保全給付（暫） 








 
 

x

msj

m

xs

D

N
av |

)(
とし、 

Ａ＞Ｂの場合  

最低保全給付＝最低保全給付（暫）×
k

ma |  

最低積立基準額＝最低保全給付×
)( xsv 
 

 

ＡＢの場合  

 

最低保全給付＝最低保全給付（暫）、 

最低積立基準額＝最低保全給付  








 

v a
N

D
s x

m

j s m

x

( )

|  

 

 

 



基金解散時の最低積立基準額の算定・分配の実務基準 

実務基準４号－14 

 

 実 務 基 準 内 容 備  考 

最低保全給

付から控除

できる額の

現価（＝Ｘ） 

 
○財政運営基準第３－６－(1)－②－(ア)に相当する額を控除

する場合 

 

控除すべき過去勤務債務の未償却分（合計額）（＝Ｔ） 

 

t S 0 ＝給付区分ｔの初期債務  ×a a
N m N0 0 0 | |

 

t S 1  ＝給付区分ｔの後発債務１×a a
N m N1 1 1 | |

 

t S 2  ＝給付区分ｔの後発債務２× a a
N m N2 2 2 | |

 

 

給付区分ｔの過去勤務債務の未償却分（暫定値） 

 t t m

m

S S    

 

初期債務：基金制度発足時（又は加算制度導入時）における

数理債務額から適格年金等からの移行資産を控除し

た額 

 

後発債務：給付改善時における数理債務増加額から同時点で

の別途積立金取崩額及び適格年金等からの移行資産

を控除した額 

 

aN      ：Ｎ年確定年金現価率 

（使用する予定利率は、それぞれの債務発生時に

かかる財政計算で使用したものとする。） 

 

N0、N1、N2･･：予定償却年月数 

 

m0,m1,m2･･：制度発足日又は給付改善時からの経過年月数 

 
過去勤務債務の未償却分の上限値（Ｕ） 

＝各区分の特別掛金収入現価の合計値 ( )t

t

U  

 

給付区分ｔの過去勤務債務の未償却分 t S  

 

① t t
tt

S U  の場合 

t tS S   

② t

t

t

t

S U     の場合 

t S に合理的な方法により削減をかけ、 

 t

t

t

t

S U  となるようにしたものを t S とする。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
過去勤務債務の未償却分

は上限に対する補整が必

要となるため暫定値とな

る。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

tU ：給付区分ｔの特別

掛金収入現価 



基金解散時の最低積立基準額の算定・分配の実務基準 

 

実務基準４号－15 

 実 務 基 準 内 容 備  考 

 （合理的な方法による削減の例） 

・ t t

t
t

t
t

S S

U

S
  






 

・ t tS U となる場合    t tS S   

t tS U となる場合 

 

t t

t
t

t t t

t t t t
t

S S

U S U S

S S U S
  

  

    





(

(

となる の合計）

となる の合計）
           

 

給付区分ｔの控除すべき過去勤務債務の未償却分 tT  

 
給付区分 tの加入員の最低積立基準額(控除前) 

 t S ―――――――――――――――――――――――― 
給付区分 tの全体の最低積立基準額(控除前) 
 
 
給付区分 tの全体の最低積立基準額(控除前) 

    ×―――――――――――――――――――――――― 
給付区分 t の継続基準と同一予定利率による全体の最低
積立基準額(控除前) 
 

ただし、上記による tT は給付区分ｔの加入員の最低積立基準額

（控除前）を上限とする。 

 

控除すべき過去勤務債務の未償却分（合計額）T Tt
t

  

 

給付区分ｔの各加入員の控除すべき過去勤務債務の未償却分に

相当する給付の現価 ( )t X は、 tT を各加入員に対して按分した

ものとなる。 

 

(合理的な按分方法の例示) 

tT を基準日時点で給付区分ｔの各加入員の最低積立基準額（控

除前）の比で割り振ることとする。 

 

各加入員の控除すべき過去勤務債務の未償却分に相当する 

給付現価（Ｘ） 

 

   X Xt

t

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

分母、分子について、給

付区分毎とせず、給付区

分合計とすることもでき

る。 

 
（給付区分 t の全体の最
低積立基準額(控除前)）
／（給付区分 t の継続基
準と同一予定利率による
全体の最低積立基準額
(控除前)）は、｛（１＋
ｉ）／（１＋ｊ）｝２０を
用いることも可。（ｉは
継続基準の予定利率） 
 
 

 

 

 

 



基金解散時の最低積立基準額の算定・分配の実務基準 

実務基準４号－16 

 

 実 務 基 準 内 容 備  考 

  
○財政運営基準第３－６－(1)－②－(イ)に相当する額を控除

する場合 

 

控除すべき最低積立基準額の未認識額（合計額）（＝Ｔ） 

 

0St ＝給付区分ｔの初期債務  ×max{５－ｍ0,０}／５ 

1St  ＝給付区分ｔの後発債務１×max{５－ｍ1,０}／５ 

2St  ＝給付区分ｔの後発債務２×max{５－ｍ2,０}／５ 

 

 

 

給付区分ｔの最低積立基準額の未認識額 

 
m

mtt SS  

初期債務：基金制度発足時の最低積立基準額 

後発債務：給付改善時における最低積立基準額 

m0,m1,m2……：制度発足時又は給付改善時からの経過年数（１

年未満切捨て） 

 

給付区分ｔの控除すべき最低積立基準額の未認識額 tT  

 
給付区分 tの加入員の最低積立基準額(控除前) 

 t S ―――――――――――――――――――――――― 
給付区分 tの全体の最低積立基準額(控除前) 

 

ただし、上記による tT は給付区分ｔの加入員の最低積立基準額

（控除前）を上限とする。 

 

控除すべき最低積立基準額の未認識額（合計額）T Tt
t

  

 
給付区分ｔの各加入員の控除すべき最低積立基準額の未認識額

に相当する給付の現価 ( )t X は、 tT を各加入員に対して按分し

たものとなる。 

 

(合理的な按分方法の例示) 

tT を基準日時点で給付区分ｔの各加入員の最低積立基準額

（控除前）の比で割り振ることとする。 

 

各加入員の控除すべき最低積立基準額の未認識額に相当する

給付現価（Ｘ） 

 

   X Xt

t

  

 

 

 

 

 

 
 

初期債務が適年移行の場

合の 0St の算出におい

て、下線部分は 

max{15－ｍ0,０}／15 

(ｍ0は平成 14年 4月 1日

から基準日までの年数) 

とする。 

 

 

mt S については、当初の

債務額に｛（１＋ｉ）／

（１＋ｊ）｝２０を乗じて

算定することとする。（ｉ

は初期債務及び後発債務

算定時の非継続基準の予

定利率） 

 

 
分母、分子について、給

付区分毎とせず、給付区

分合計とすることもでき

る。 

 

 

 



基金解散時の最低積立基準額の算定・分配の実務基準 

 

実務基準４号－17 

 

 実 務 基 準 内 容 備   考 

最低積立基

準額（控除

後） 

 

 

 

 

 

 

最低保全給

付（控除後） 

(1) 加入員以外の者 

最低積立基準額（控除前）と同額 

 

(2) 加入員 

最低積立基準額（控除前）－最低保全給付から控除で

きる額の現価（Ｘ） 

 

 

 

(1) 加入員以外の者 

最低保全給付(控除前)と同額 

 

(2) 加入員 

 
                最低積立基準額（控除後） 
最低保全給付（控除前）×―――――――――――――――――― 
                最低積立基準額（控除前） 

 

加入員拠出がある場合で、基

準日までに発生しているとみ

なすことが合理的である給付

の現価相当額（告示に示す予

定利率及び予定死亡率を用い

て算定したもの。）が左記によ

り計算した最低積立基準額

（控除後）を上回る場合は、

規約に基づき、当該給付及び

当該現価相当額を最低保全給

付（控除後）、最低積立基準額

（控除後）とすることも可。 

（合理的である給付の例） 

拠 出 の 元 利 合 計 額 ×

 1


j
o xmax( , )

 

（合理的である給付の現価相

当額の例） 

拠出の元利合計額 

 

 

 



基金解散時の最低積立基準額の算定・分配の実務基準 

実務基準４号－18 

 

実務基準第４号付録 

 

実務基準第４号にかかるＱ＆Ａ 

 
Ｑ１：丈比べについては、加入員のみについて記載されているが、年金受給者・受給待期脱退者

についても考慮すべきではないか。 

 

Ａ１：最低保全給付は、基金規約に基づき算定するものであり、本来は丈比べについても紛れの

無い表現で基金規約に明記すべきものである。 

本件について言えば、丈比べの主旨から、年金受給者・受給待期脱退者についても考慮す

べきであると考える。 

 

 

Ｑ２：控除すべき過去勤務債務の未償却分が存在するときの最低保全給付の算出において、加入

員の最低保全給付の算出について、基本部分・加算部分を区分せず最低積立基準額の比で

按分する方法が記載されているが、次のような方法は認められないか。 

 

〈基本部分〉 

最低保全給付（未償却分控除後） 

 

 

＝最低保全給付（未償却控除前）－  

 

 

〈加算部分〉 

最低保全給付（未償却分控除後） 

 

 

＝最低保全給付（未償却控除前）× 

 

 

Ａ２：最低保全給付は、基金規約に基づき算定されるものである。実務基準の記載は一般的な方

法を述べたものであるので、限定するものではない。 

上記の算出方法も合理的な方法と考えられるので、基金規約に明記して取扱われたい。 

以上 

 

基本部分の控除すべき過去勤務債務

の未償却分に相当する給付の現価 

ax

j

 

r x x

ja |

 

（ ） 

（ ）内は標準支給開始年齢未満の場合 

加算部分の最低積立基準額（未償却分控除後） 

加算部分の最低積立基準額（未償却分控除前） 




